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1. はじめに 

本テクニカルレポート(以下，TR)は，地球環境保全を

目的に導入の進む再生可能エネルギーの出力変動による

電力系統への影響を需要家の電力資源から創出される調

整力により対策するエネルギーサービスの実現を狙いと

する。このため、本 TRでは充放電が可能で応動時間の速

い蓄電池システムからの調整力を対象に，需給調整市場

などからの要請に応え，蓄電池システムから調整力を創

出し，需給バランス調整に活用するために蓄電池システ

ムが持つべき機能と外部インタフェースを規定する。 

本 TRはスマートグリッドの電気事業者･需要家間サー

ビスインタフェース技術調査専門委員会に電力供給を行

う電気事業者，蓄電池システムの製造，エンジニアリン

グに関わるメーカ，建築設備の設計，施工を行う設計事

務所，建設事業者などを集め，2017年 9月に作成に着手，

審議の結果，2018年５月に成案を得，2018年 5月 29日

に電気規格調査会規格役員会の承認を経て制定された。 

2. 本 TRの背景および記載にあたっての考え方 

日本では 2011年の東日本大震災に伴う原子力発電をは

じめとする大規模電源の停止により，東日本で計画停電

を余儀なくされるなどの問題が顕在化し，その解決策と

してスマートグリッドに関する技術の開発，実用化の必

要性が急速に高まった。また，2015年 11月に，パリで

開催された COP21(Conference Of Parties21，国連気候

変動枠組条約第 21回締約国会議：2016年 11月 4日発効)

において，日本は 2030年に 2013年対比 26%もの大幅な

温室効果ガスの排出削減を宣言した。この会議ではエネ

ルギー消費の電化推進と電気の低炭素化が謳われている。

さらに 2016年 4月から始まった国内の電力の全面自由化

に対応し，競争原理が導入され，経済性と環境性の両立

を図るべく各種の制度検討が行われた。 

特に，電力需給調整のためのディマンドリスポンス

(DR：Demand Response)は今後の重要な課題として各種の

公的な実証事業が実施され，引き続き 2017年度に政策と

してディマンドリスポンスによるネガワットを取扱う需

給調整市場の形成が決定された。こうした状況のなか，

電気学会の題記調査専門委員会では 2010年 10月より，

国内外の政策，標準化動向，実証試験結果などを需要家

の視点から調査を通じて，スマートグリッドのあり方を

検討してきた。 

このような電力需給調整に関する課題は国内外に共通

であり，各国で研究開発が進んでいる。その検討成果を

元に，スマートグリッドに関する国際標準は電力の供給，

需要の連携を可能とする技術仕様を提供するものとなっ

ている。これら国際標準はスマートグリッドの関係ステ

ークホルダの有する設備，システムおよび，それらによ

るサービスを論理的に表現し，複数のステークホルダに

跨るサービスの相互運用性を実現する情報モデル化技術

を中心に関連技術を集大成している。 

これらを背景として，本 TRは需要家の電力資源からの

調整力による電力需給調整などのエネルギーサービスの

国内外への展開を支援するため，国際標準に副って，国

内関係者の蓄電池システムに関する優位な技術ノウハウ

を活かしたエネルギーサービスを実現するシステム仕様

を提供している。 

本 TRでは既存の国際標準に従い調整力の確保と運用を

行うエネルギーサービスを実現する仕様を規定した。こ

のため，まず，蓄電池システムの外部仕様をモデル化し，

蓄電池システムと関係システムとの授受情報を規定した。

さらに，これらを国内外の実証試験で使用され，普及し

つつある国際標準仕様の通信サービスによる実装仕様を

規定した。ここで規定する仕様の実装により，国内外の

エネルギーサービスに関係するステークホルダ間の相互

運用性が確保され，電力の自由化はより進展するものと

考える。 

３．おわりに 

本 TRの作成には題記の標準化委員会，調査専門委員会

の委員ならび，関係設備，システムの設計製造に関する

関係会社の方々にご参画を頂いた。関係者各位のご尽力



とご協力に改めて感謝申し上げる。 


